
【様式第1号】

自治体名：栃木県後期高齢者医療広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 7,064,559,312   固定負債 -

    有形固定資産 2,129,759     地方債 -

      事業用資産 606,920     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 -

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 -     その他 -

        建物減価償却累計額 -   流動負債 223,923

        工作物 680,400     １年内償還予定地方債 -

        工作物減価償却累計額 △ 73,480     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 -

        航空機 -     預り金 223,923

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 223,923

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 7,095,619,655

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） 9,340,173,518

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,688,141

      物品減価償却累計額 △ 1,165,302

    無形固定資産 141,588,000

      ソフトウェア 141,588,000

      その他 -

    投資その他の資産 6,920,841,553

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 25,242,203

      長期貸付金 -

      基金 6,901,150,110

        減債基金 -

        その他 6,901,150,110

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 5,550,760

  流動資産 9,371,457,784

    現金預金 9,318,463,319

    未収金 28,117,065

    短期貸付金 -

    基金 31,060,343

      財政調整基金 31,060,343

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 6,182,943 純資産合計 16,435,793,173

資産合計 16,436,017,096 負債及び純資産合計 16,436,017,096

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：栃木県後期高齢者医療広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 204,711,674,683

    業務費用 5,988,145,833

      人件費 23,396,569

        職員給与費 19,139,050

        賞与等引当金繰入額 -

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 4,257,519

      物件費等 1,374,549,806

        物件費 1,366,407,402

        維持補修費 -

        減価償却費 8,142,404

        その他 -

      その他の業務費用 4,590,199,458

        支払利息 -

        徴収不能引当金繰入額 7,621,933

        その他 4,582,577,525

    移転費用 198,723,528,850

      補助金等 198,723,528,850

      社会保障給付 -

      他会計への繰出金 -

      その他 -

  経常収益 251,363,836

    使用料及び手数料 -

    その他 251,363,836

純経常行政コスト 204,460,310,847

  臨時損失 45,906,622

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 45,906,622

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 204,506,217,469

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -



【様式第3号】

自治体名：栃木県後期高齢者医療広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 14,912,107,283 5,697,255,447 9,214,851,836

  純行政コスト（△） △ 204,506,217,469 △ 204,506,217,469

  財源 206,029,903,359 206,029,903,359

    税収等 117,583,783,010 117,583,783,010

    国県等補助金 88,446,120,349 88,446,120,349

  本年度差額 1,523,685,890 1,523,685,890

  固定資産等の変動（内部変動） 1,398,364,208 △ 1,398,364,208

    有形固定資産等の増加 234,395,739 △ 234,395,739

    有形固定資産等の減少 △ 139,404,765 139,404,765

    貸付金・基金等の増加 1,411,348,789 △ 1,411,348,789

    貸付金・基金等の減少 △ 107,975,555 107,975,555

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,523,685,890 1,398,364,208 125,321,682

本年度末純資産残高 16,435,793,173 7,095,619,655 9,340,173,518

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

自治体名：栃木県後期高齢者医療広域連合

会計：一般会計等 （単位：円）

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 204,695,910,346

    業務費用支出 5,972,381,496

      人件費支出 23,396,569

      物件費等支出 1,366,407,402

      支払利息支出 -

      その他の支出 4,582,577,525

    移転費用支出 198,723,528,850

      補助金等支出 198,723,528,850

      社会保障給付支出 -

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 -

  業務収入 206,254,092,670

    税収等収入 117,583,783,010

    国県等補助金収入 88,446,120,349

    使用料及び手数料収入 -

    その他の収入 224,189,311

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,558,182,324

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,552,674,002

    公共施設等整備費支出 149,040,000

    基金積立金支出 1,403,634,002

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 100,000,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 100,000,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,452,674,002

【財務活動収支】

  財務活動支出 -

    地方債償還支出 -

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債発行収入 -

前年度末歳計外現金残高 199,592

本年度歳計外現金増減額 24,331

本年度末歳計外現金残高 223,923

本年度末現金預金残高 9,318,463,319

    その他の収入 -

財務活動収支 -

本年度資金収支額 105,508,322

前年度末資金残高 9,212,731,074

本年度末資金残高 9,318,239,396



注記

■全体

①対象範囲(対象とする会計)

　　・一般会計

　　・後期高齢者医療特別会計

②出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨(根拠条文を含みます。)及び出納整理期間における現金の受払い

　 等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている旨、財務書類の 作成基準日は、会計年度末(3月31日)ですが、出

   納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

　 （地方自治法 235 条の 5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」）

■貸借対照表

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価としております。

　　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有形固定資産等の減価償却の方法

　　・有形固定資産

　　　　　定額法(間接法)を採用しております。

　　・無形固定資産

　　　　　定額法(直接法)を採用しております。

③引当金の計上基準及び算定方法

　　・徴収不能引当金

　　　　　過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。

 

④資金の範囲

　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑤その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　・消費税等の会計処理

　　　　　税込方式によっております。 
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